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ま え が き 

 

 本資料シリーズは、労働政策研究・研修機構が実施している「労働力需給の推計」に関わ

る研究者が、総務省「社会生活基本調査」のマイクロデータを用いて行った労働力供給に関

する基礎的な研究の成果をまとめたものである。 

 今後、我が国の人口が減少していく中で経済社会を維持、発展させていくためには、それ

を実現する労働力をいかに確保するかが喫緊の課題であることは言うまでもない。そのため、

働く意欲と能力のある女性、若者、高齢者等がもっと自分の能力を活かし、自分に合った働

き方が可能な社会の実現に向けた政策が進められているところである。 

 そのような政策をより有効的なものにするためには、労働力供給の多種多様な規定要因を

吟味し、労働力供給を促す方策をエビデンスに基づいて検討することが不可欠である。本資

料では、労働力供給を規定する要因の一部を取り上げ、それらが労働力供給に与える影響を

分析している。 

本資料の第 1 の目的は、「労働力需給の推計」の精緻化に貢献する情報を提供することで

あるが、取り上げられた 1 つ 1 つのテーマは、労働力供給を規定する重要な要因を対象とし

たものである。それゆえ、雇用政策の企画・立案に、また、労働力供給構造の変化に関する

分析の基礎資料として、本資料を広く活用していただければ幸いである。 
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